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《論　　文》

　

大阪における住宅地地価の変動要因の考察  
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―地域自立を見据えた地価と居住環境

との関係をさぐる―　

　

 三　浦　晴　彦　
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おわりに

はじめに
　

　バブル崩壊以降、20年間以上にわたって全国的に地価の下落傾向が続い

ている。大阪圏においても、リーマンショック前の一時的下げ止まりを除

いて長期凋落傾向が続いている。地価は地域経済の基礎体温ともいえるも

のであり、中長期的な値下がり予想が定着すると地域の経済活力を奪うこ

ととなる。

　地価変動は、下落局面においても地域差が存在するように、その土地あ

るいは地域に固有の立地条件や環境要因など様々な要因により異なった動

きとなる。地価変動の地域差に着目することで地価の変動要因をさぐるこ

とができるかもしれない。
　 　

１　本稿は、アジア太平洋研究所における「大阪再生の研究－大阪都市圏の空間構造分

析－」第３章を加筆・修正したものである。



　地価の底堅い地域は、土地への需要が高く、魅力ある地域ということを

意味しており、将来の地方分権下において、魅力的な地域となるための条

件を地価と居住環境の関係から考察していくこととする。

１．地価下落の概観：時期による差異と地域間での差異
　

　大阪府下の市の住宅地の地価変動について、バブル発生時期の1988年

（昭和63年）から直近の2011年（平成23年）を時系列で示したのが図１で

ある。地価高騰のピークは1990年で、それ以降は下落に転じているといっ

た傾向は、各市において一様である。しかし当然ながら、各市において地

価変動の幅には差があり、06年から08年においては地価が上昇した市と下

落した市に分かれるなど、各市レベルでは地価の動きは異なるため、時期

を区切って検討することでより詳細に地価変動の傾向をつかむことができ

る。

　1990年以降の住宅地の地価変動について細かく時期を区切って検証した

ものが表１である。時期の区分は、1989－90年を「バブル期」、1991－93年

を「バブル崩壊期」、1994－99年を「長期下落前期」、2000－05年を「長期

下落後期」、2006－08年を「上昇期」、2009－11年を「直近下落期」とした。

そして、各時期における平均変化率を示してい る 。 
　2
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２　ここで用いた平均変化率は、例えば、平均変化率（1989－90）の場合は、　　　－１

といった計算で求めている。表記上、平均変化率（1989－90）としているが、1988

年から1990年までの２カ年の平均変化率である。他の期間についても同様の計算を

行っている。
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図１　大阪府下の市：住宅地地価の推移（1988-2011）
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　それぞれの時期ごとに見ていくと、「バブル期（89－90年）」においては、

平均変化率が軒並み高水準であり、60%を超える市も多く、上昇率の上位

は大阪南部の市が占めている。対称的に大阪市で43.62%（下位４番目）と

いうように大阪市に近接した市が上昇率の下位となっている。

　「バブル崩壊期（91－93年）」は、平均変化率は－12.70%から－26.01%の

レンジであり、大幅な下落となっている。上位（下落率小）には、四条畷、

大東、富田林、柏原など「バブル期」の上昇率の下位の市が並ぶ。下位（下

落率大）には、「バブル期」に上昇率の高かった南部の市と上昇率が比較的

低かった市（吹田市、豊中市）が並び、バブル期の上昇の反動が出たグルー

プと相対的下位が継続しているグループが混在した形となっている。
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表１：各時期の地価変動
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　「長期下落前期（94－99年）」は、平均変化率が－0.62％から－6.02%のレ

ンジで収まっており、「バブル崩壊期」に比べて大幅に下落率が小さくなっ

ている。上位（下落率小）には、北東部の市が並び、下位（下落率大）に

は、南部の市とともに大阪市（下位２位）が入っていることが特徴的であ

る。

　「長期下落後期（00－05年）」は、平均変化率が－4.97％から－12.05%の

レンジとなり、「長期下落前期」に比べて下落率が大きくなってい る 。上
　３

位（下落率小）に大阪市（上位１位）をはじめとした北部の市、下位（下

落率大）には南部の市といった傾向となっている。

　「上昇期（06－08年）」は、平均変化率が3.25％から－3.78%のレンジであ

り、大半の市がプラスであるが、マイナスの市が５つあり、該当するのは

南部の市である。上位（上昇率大）には、北部の市とともに堺市と高石市

が入ってい る 。
　４

　「直近下落期（09－11年）」は、平均変化率が－1.70％から－5.63%のレン

ジであり、比較的小幅であるが、再度一様に下落している。特徴的なのは、

上位（下落率小）に南部の市が、下位に北東部の市が位置していることで

ある。

　このように期間を区切って検討することによって、過去20年間において

も時期ごとに地価変動の全体的傾向が異なるとともに、各市においても変

化率の順位は大きく変動していることが分か る 。そして、その変動状況に
　５

は地域的な傾向があることも見いだすことができる。

　 　

３　各年毎の変化率データでも1999年の対前年変化率（下落率）から値が大きくなって

おり、1997年の金融不安とそれに伴うその後の景気低迷が地価下落に拍車をかけた

と考えられる。

４　該当期間中の2006年４月に堺市の政令指定都市への移行している。

５　相対的に変化率順位が上位になった後には、相対的順位を下げるといった（または

その逆の動きの）裁定的な価格変動を繰り返している場合も多くみられる。



２．地価に関連する基礎的変数についての考察
　

　地価の決定要因として、需要面と供給面での検討が必要である。つまり、

需要面においては、新規需要と留保需要（保有者が持ち続けたいという需

要）の総計としての需要を、供給面においては、ストックとしての供給

（土地の総量は一定と考えることができる）から留保需要分を差し引いた

フローの供給を検討することが必要となる。

　土地の需給を決める「新規需要」と「留保需要」は、ともにその土地の

持つ魅力を反映した需要者の選択行動の結果であることから、土地の需要

に影響を与えると予想される変数の一部を取り上げて、地価との関係を1990

年、2000年、2008年の３カ年について見ていくこととする。なお、データ

として、所得は人口１人当たりの所得を用い、通勤時間は中位値を用いて

いる。

＜1990年＞
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＜2000年＞

＜2008年＞
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　各変数と地価との関係を整理すると、所得水準は、その上昇によって

土地への需要を高めると考えられる。新規需要の増加は需要の増加を、

留保需要の増加はフローの供給の減少を、もたらすため、地価は上昇す

ることとなる。通勤時間は中心地までの距離の代理変数として用いた。立

地理論からも中心地に近い程（通勤時間が短い程）、地価が高くなる。よっ

て、通勤時間と地価との関係は負の関係となる。共同住宅比率は、住宅

地における高度利用の代理変数として捉えることもできる。例えば、各

種の土地利用規制が緩和されるとすると、土地利用が高度化し地価が上

昇することになる。そのため、共同住宅比率と地価の関係は正の関係と

推察できる。ただし、地価の上昇が高度利用を促す面もあり注意が必要

となる。公園面積比率は、居住環境という側面の変数であり、周辺地域

に公園が多い場合は住宅地としての魅力を高め、地価を上昇させると考

えられる。

　以下の表２は、各変数について住宅地地価を被説明変数として回帰分析

した結果である。所得と通勤時間を説明変数として重回帰した場 合 、所得
　6

は３カ年ともプラスで有意で、通勤時間は３カ年ともマイナスで有意とい

う結果であり、理論と整合的である。共同住宅比率、公園面積比率の単回

帰の場合も、それぞれ各変数は３カ年ともプラスで有意である。ただし、

各変数間で共線関係があるため、４変数を重回帰すると回帰結果は悪くな

る。
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６　所得と通勤時間については、変数のスケールが異なるため、それぞれ基準化した上

で分析した。両変数のｔ値や決定係数には影響を与えない。
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①所得と通勤時間

②共同住宅比率

③公園面積比率

 

表２ : 回帰結果

  



３．地価と居住環境の関係の分析
　

　前節で考察したように、住宅地地価を決定する要素は多岐にわたり、所

得や通勤時間、利用規制の状況以外にも、居住環境として様々な要素が影

響している。そして、各要素間で多重共線関係にある場合も多く、各要素

をそれぞれ変数として重回帰分析を行い地価の決定要因を求めることは難

しい。そのような分析上の問題をクリアーするために、本節においては、

以下のような分析を行う。

　本節では、居住環境と地価の関係を考察するという視点から、居住環境

に関係する変数を取り上げて、居住環境要素を地域特性を表す指標として

特定化した上で、地価との関係を考察してい く 。
　７

①居住環境に関係する変数の精査

　分析対象として、大阪府下の市を取り上げ、長期的傾向を考察するため

に1980年、1990年、2000年、2008年の４カ年について検証す る 。居住環境
　8

を表す変数として以下の表３に示した変数を取り上げた。これらの変数は

それぞれ居住環境に関係する変数であるが、総体としてどのように地域特

性と関係しているのか判然としない。そのため、主成分分析をおこなうこ

とによって、地域特性を特定化する。 
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７　本節の主成分分析を用いた地域特性の特定は、三浦（2011）でおこなった手法を踏

襲している。三浦（2011）においては、人口動態と居住環境との関係を考察した。

分析データは大阪都市圏の区と市を対象としており、本稿の対象である大阪府下の

市とは異なっている。本稿で市のみを対象としているのは、区のデータでは地価の

標本数が少ない為である。

８　1980年については、データの制約上、泉南市は除く。1980年は30市、1990年は32市、

2000年は33市、2008年は33市が分析対象である。
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②主成分分析の結果

　主成分分析の結果として、固有値と累積寄与率については、以下の表4の

とおりである。分析対象として、累積寄与率が80%に近づく第３主成分ま

でを取り上げる。主成分分析の結果の詳細については文末の別表１、２に

示す。 

表３：採用した変数一覧

出典変数

国勢調査人口密度1

国勢調査65歳以上人口比率2

住宅･土地統計調査持ち家比率3

住宅･土地統計調査終戦以前に建築された住宅比率4

住宅･土地統計調査一戸建住宅比率5

住宅･土地統計調査共同住宅比率6

住宅･土地統計調査空き家率7

事業所統計事業所数（人口1000人当たり）8

商業統計小売店舗数（人口1000人当たり）9

国勢調査第２次産業就業者比率10

事業所統計零細事業所（従業員４人以下）従業者比率11

国勢調査失業率12

大阪府統計年鑑犯罪認知件数（人口1000人当たり）13



　1980年の分析結果として、第１主成分は寄与率36.1%、第２主成分は寄与

率24.7%（累積寄与率60.8%）、第３主成分は寄与率13.9%（累積寄与率74.7%）

となってい る 。別表１の固有ベクトル表（1980年）から各主成分が表す指
　９

標を検討すると、第１主成分は「中心地度」を、第２主成分は「人口集積

型（発展的）住環境」を、第３主成分は「高齢度（古い都市度）」を表す

指標と解釈できる。

　1990年の分析結果として、第１主成分は寄与率38.8%、第２主成分は寄与

率29.5%（累積寄与率68.4%）、第３主成分は寄与率11.2%（累積寄与率79.5%）

となっている。別表１の固有ベクトル表（1990年）から各主成分が表す指

標を検討すると、第１主成分は「中心地度」を、第２主成分は「人口集積

型（発展的）住環境」を、第３主成分は「近接工業型住環境」を表す指標

と解釈できる。

　2000年の分析結果として、第１主成分は寄与率42.1%、第２主成分は寄与

率24.4%（累積寄与率66.5%）、第３主成分は寄与率13.2%（累積寄与率79.7%）

となっている。別表１の固有ベクトル表（2000年）から各主成分が表す指

標を検討すると、第１主成分は「郊外化度（中心地度の逆）」を、第２主

成分は「旧来型（停滞的）住環境」を、第３主成分は「近接工業型住環境」

を表す指標と解釈できる。
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表４：固有値と累積寄与度

 

　 　

９　寄与度、累積寄与度とも四捨五入しているため、数値が合わないことがある。以下

の表記も同様である。
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　2008年の分析結果として、第１主成分は寄与率42.2%、第２主成分は寄与

率25.9%（累積寄与率68.0%）、第３主成分は寄与率8.8%（累積寄与率76.8%）

となっている。別表１の固有ベクトル表（2008年）から各主成分が表す指

標を検討すると、第１主成分は「中心地度」を、第２主成分は「旧来型

（停滞的）住環境」を、第３主成分は「近接工業型住環境」を表す指標と

解釈できる。

　各指標の読み取りについては、以下でその理由を述べていく。

�「中心地度」指標と「郊外化度」指標

　「中心地度」指標は、「事業所数」や「小売店舗数」が上位であり、「人

口密度」や「犯罪認知件数」も上位（プラス）となるなど、都市機能の中

心地であることを示している。一方で、「一戸建比率」や「持ち家比率」

は下位（マイナス）である。

　「郊外化度」指標は、「中心地度」指標と特徴的変数の順位がほぼ逆転し

た形となっている。

�「人口集積型（発展的）住環境」指標と「旧来型（停滞的）住環境」指標

　「人口集積型（発展的）住環境」指標は、「共同住宅比率」と「人口密度」

が上位（プラス）であり、「零細事業所」が下位（マイナス）であり、「第

２次産業就業率」とともに、「終戦以前に建築された住宅比率」、「持ち家率」、

「一戸建比率」もマイナスである。まさしく、人口の集積した住環境を示

しており、マンション開発が進む発展的なイメージが浮かぶ。

　「旧来型（停滞的）住環境」指標は、「人口集積型（発展的）住環境」指

標と特徴的変数の順位がほぼ逆転した形となっている。「零細事業従事者

比率」が上位（プラス）となっており、以下、「第２次産業就業率」、「一

戸建比率」、「持ち家率」、「終戦以前に建築された住宅比率」、「失業率」も

プラスである。 



�「近接工業型住環境」指標と「高齢度（古い都市度）」

　「近接工業型住環境」指標は、「第２次産業就業率」と「人口密度」が上

位（プラス）であり、「失業率」や「空き家率」もほぼプラスとなってい

る。一方で、「終戦以前に建築された住宅比率」や「65歳以上人口比率」が

下位（マイナス）である。第２次産業に従事している人のベッドタウンと

いったイメージが浮かぶ。

　「高齢度（古い都市度）」指標は、「65歳以上人口比率」と「終戦以前に建

築された住宅比率」が上位（プラス）であり、「一戸建比率」もプラスで

ある。一方で、「第２次産業就業率」が下位（マイナス）であり、「空き家

率」や「人口密度」、「失業率」もマイナスである。この傾向は、「近接工

業型住環境」指標と対照的であり、退職世代が住みやすい環境を示してい

るといえるかもしれない。

　地域特性の経年的推移を見ていくと、以下の表５のようになる。同様の

指標が継続的に現れていることがわかる。

　まず、第１主成分には、「中心地度」指標が継続的に現れている。大阪

府下の市の地域特性を表す要素として最も説明力が高い（各市の差異を表

している）のは、中心地かそうでないかという要素ということとなる。2000

年に現れる「郊外型度」指標は、「中心地度」指標を逆からみた型となっ

ており、この点は先に地価下落の時期別検証における「長期下落前期（94

－99年）」において、大阪市が平均変化率の下位の２番目にあることでわか

るように、この時期に中心地への需要が相対的に低下していることの反映

であるといえる。

　次に、第２主成分では、1980年、1990年には、「人口集積型（発展的）住

環境」指標が現れ、2000年、2008年には、「旧来型（停滞的）住環境」指標

が現れている。この２つの指標も、構成する変数から正反対の指標であり、

地域特性として、各時期でどちらの側面から特徴づけられるかということ
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となる。その意味で、バブル崩壊前後を境にしてそれを反映する形で地域

特性が反転したと考えられる。

　最後に、第３主成分では、1980年には、「高齢度」指標、1990年以降は

「近接工業型住環境」指標となっている。退職世代の住環境から勤労世代

の住環境へと変化しているが、この推移は、第３主成分以下での主成分順

位の入れ替わりと推測される。

注）括弧内は寄与度を示している

③住環境要素と住宅地地価の回帰分析

　住宅地地価（1980年、1990年、2000年、2008年）を被説明変数とし、対

応する時期の各市の第１主成分から第３主成分の主成分得点を説明変数と

して回帰分析を行い各年代の主成分（地域特性）が地価とどのような関係

にあるのかを検証していく。その結果が以下の表６である。 

表５：地域特性の変遷

 



注）下段はt値を表している

　1980年分析において第１主成分（「中心地度」指標）は、地価に有意にプ

ラスに効いており、理論と整合的である。第２主成分（「人口集積型住環

境」指標）も有意にプラスである。第３主成分（「高齢度」指標）も有意

にプラスとなっており、高齢者が多く住む街は地価が高いということとな

る。地価高騰の前であり、この時期の高齢者が多く住んでいた地域は地価

が高かったということがいえるかもしれない。

　1990年分析においても第１主成分（「中心地度」指標）は、地価に有意に

プラスに効いており、理論と整合的である。第２主成分（「人口集積型住

環境」指標）も同様に有意にプラスである。第３主成分（「近接工業型住

環境」指標）は有意にマイナスとなっており、バブル景気のピークにおい

て、「近接工業型住環境」指標は地価にマイナスの影響を与えたこととな

る。

　2000年分析においては、第１主成分（「郊外化」指標）は、地価に有意に

マイナスに効いており、理論と整合的である。第２主成分（「旧来型（停

滞的）住環境」指標）も同様に有意にマイナスである。第３主成分（「近

接工業型住環境」指標）は有意ではない。

　2008年分析において、第１主成分（「中心地度」指標）は、地価に有意に

プラスに効いており、理論と整合的である。第２主成分（「旧来型（停滞

的）住環境」指標）は有意にマイナスである。第３主成分（「近接工業型
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表６：回帰分析結果
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住環境」指標）は有意にプラスとなっている。

　以上の結果をまとめると、第１主成分の「中心地度」指標については、

経年的に有意にプラスであり、逆の「郊外化度」指標が有意にマイナスで

あることを含めて、中心地理論と整合的であり、地価の決定要因を考える

上で、最も重要となるだろ。経年的変化としての第２主成分の指標につい

ても全て有意であり、特に2000年以降に停滞的要素に反転して地価にマイ

ナスに効くということが現状の地価下落を考える際に鍵となるだろ う 。
　10

おわりに
　

　本稿において、地価と居住環境の関係について検証してきた。まず、地

価下落期においても、時期ごとに地域的傾向があることを考察した上で、

地価と各変数との関係を検証した。所得や通勤時間といった基礎的変数に

ついて、地価との関係は理論と整合的であることを確認した。その上で、

居住環境に関して数多くの変数を地域特性の要素に特定して、地価との関

係の分析を行った。

　その結果として、「中心地」要素が地価に有意にプラスであることと、

地価下落期においては、「停滞」要素が現れて、地価に有意にマイナスに

効いていることがわかった。地価下落に歯止めをかけるためには、居住環

境における「停滞」要素（旧来型住環境）に関わる変数を改善し「発展」

要素に転換していくことが必要といえる。

　以上のような結果は至極常識的なものともいえるが、地方分権化社会を

見据えた魅力ある地域づくりが求められている状況においては、なお一層

重要な視点になると考える。 

　 　

10　文末の別表３で、2000年と2008年の第２主成分得点の分布を地図で示した。南部と

東部が高いという地理的傾向は同様である。



①1980年

②1990年
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別表１：主成分分析結果・固有ベクトル表
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③2000年

④2008年
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別表２：主成分分析結果・主成分得点表
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②1990年

 



③2000年
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④2008年
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